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　　The growth of small and medium enterprises is important for the 
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はじめに
　日本経済の活性化を考えるとき、その原動力として、中小企業の活性化、
特にベンチャー企業の創出や活性化が叫ばれて久しい。これは、バブル経済
以降の平成不況といわれる状況のもと、日本の既存産業や既存企業には閉塞
感がはびこっており、産業構造全体に対する大きな変化が求められているか
らである。これまでの日本経済および日本型経営のような右肩上がりの市場
成長を前提とした投資判断や経営スタイル（終身雇用など）は、もはや通用
せず、過去の日本的経営の基本スタイルを捨て去り、大きく変革する必要性
が生じたと言われる。また、日本の経済再生に関して、進歩的な中小企業に
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期待が集まるのは、アメリカの経済復活にベンチャー企業の存在が大きく寄
与したことが背景にあることも事実である。
　確かに、経済全体で考えれば、大企業の業績の影響は大きく、注目もされ
やすいが、反面、長期的な経済成長や新産業の創出といった観点では、中小
企業のイノベーションや、ベンチャー企業の誕生などの「中小企業の活力」
は、見過ごすことのできない視点である。また、わが国においては中小企業
が占める割合が非常に多いこともいうまでもない。では、中小企業の活力と
は、どのようなものなのであろうか。
　本稿では、近畿圏の中小企業を対象にしたアンケート調査から、「企業の
活力」についての分析結果を報告する。このような調査分析を通じて、どの
ような企業が活力のある状態なのかを明らかにしよう。
　本稿の構成としては、まず、中小企業とイノベーションの関連を通して、
企業活力について整理をする。次に、中小企業における活力を外部に対する
競争力と内部の資源活用マネジメントに分類し、それぞれの重要性を踏まえ
る。そして、アンケートの内容・データを説明した上で、アンケートの実証
分析をもちいて企業活力について明らかにする。
1 　中小企業の競争力
1-1  シュンペーターからの示唆
　「イノベーション」について、シュンペーターは「創造的破壊」と
いう言葉を用い、経済発展の原動力として、その重要性を強調した
（Schumpeter[1934, 1942]）。また、イノベーションは、個別の企業にとって
も競争優位の源泉として、重要な経営戦略のひとつとして捉えられている。
イノベーションをいかにマネジメントするかは、技術進歩が激しい今日では
従来以上に、企業経営にとって重要かつ必須のものとなっている。本稿では、
中小企業の「活力」について考察する場合、企業活力と密接に関係があるイ
ノベーションと企業規模の関係を強調したシュンペーターの議論から出発す
るのが有用であると考える。
　シュンペーターは、イノベーションについて、「寡占的大企業は技術進歩
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のプロモーターである」と指摘し、技術進歩（研究開発、革新）と企業の規
模の関係について、「シュンペーター仮説」と呼ばれる仮説を提起している。
この仮説は、一般的に、大企業の方が研究開発・革新に優位であると主張す
るものである。シュンペーターは、その源泉として研究開発の規模の経済性、
研究開発・革新投資の専有可能性、資金力、リスク負担能力、大企業間で見
られる多角化企業の革新機会の多さなどをあげている。なお、研究開発活動
の規模の経済性とは、研究開発インプットが大きくなるにつれてアウトプッ
トが幾何級数的に大きくなるというものである。
　また、シュンペーターは、イノベーションとは「新結合の遂行」であり、「新
しい財やサービス、生産方法、販路の拡大、供給源、組織の実現」の 5項目
を含んでいると定義し、広義のイノベーションを強調している。この定義に
従えば、単に新技術を生み出すだけでなく、カイゼンなどの新しいビジネス
プロセスを生み出すことやイノベーションを実行するために組織体制など、
社内の新しい「仕組み」を生み出すことにも言及している。これは、「組織
上の変革」も企業の革新には重要な役割を果たしていることを示唆している。
1-2 　企業規模とイノベーション
　イノベーションと企業規模に関する関係について、多数の実証分析が試
みられてきたが、シュンペーター仮説を支持する証拠は必ずしも得られて
いない。その仮説と整合的な結果も、それと整合的ではない結果も出され
ている（植草益 [1982]、Johnson[2007] など）。例えば、やや古い研究であ
るが、20年間におこった重要なイノベーションのうち、実にその 4割以上
が中小企業で生じたことを示すファインディングがあり、イノベーション
における中小企業が果たす役割の大きさを示している（Gellman Research 
Associate[1982]）。また、多数のベンチャー企業が出現したこともシュンペー
ター仮説の反証として捉えることができる。こうした事実は、シュンペーター
仮説が普遍的に妥当するものではないことを示唆している。
　理論的研究においても、大企業の優位性について否定的であるものが多い。
コーヘン=クレッパ （ーCohen and Krepper[1992]）は、「コスト・スプレッディ
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ング説」と呼ばれる仮説を示し、シュンペーター仮説の理論的反証を提示し
ている。それによると、大企業は広い市場に直面しているために、一旦、イ
ノベーションが成し遂げられた場合、それによる収益は狭い市場を相手とす
る中小企業よりはるかに大きいゆえに、大企業はその規模以上に研究開発活
動に力を注ぐ傾向にある。その結果、大企業における研究開発自体の限界生
産性は中小企業に比べ低下する。この仮説は、中小企業の方が、イノベーショ
ンによる効率性が高いことを示唆する。
　また、イノベーションと中小企業の関係を明確にしたのはクリステンセン
（Cristensen[1997]）である。クリステンセンは、シュンペーターの理論に基
づきながら、「イノベーションのジレンマ」の可能性を指摘した。そのジレ
ンマとは、優良企業は重要顧客の声に耳を傾け、最も収益性の高い分野に投
資するという健全な経営手段をすでに確立しているが、反面、その努力の甲
斐もなく市場優位性を失っていく理由を徹底的に分析している。優良企業が
トップの座から落ちるのは、競合他社が強くなったためではなく、一見取る
に足らないような、あまり質の高くないソリューションを提供する新規参入
企業が現れたためだと結論づけている。
　大手企業は一般的に、要求度の高い顧客のニーズに応えるため、より高機
能な商品の開発に力を入れる。この性能向上を求める絶え間ない努力を「持
続的イノベーション」と呼ぶ。「技術進歩のレベルが顧客の実際のニーズと
活用能力をはるかに超えると、行き過ぎが裏目に出る。より安く単純で、高
機能を必要としない顧客から見れば十分な性能を持つ商品を新興企業が、提
供する機会を与えてしまうのだ」と、クリステンセンは述べている。そして、
これを「破壊的イノベーション」と名づける。新規参入企業は低価格帯の市
場に一度根をおろせば、その製品を改善してシェアを拡大することができる。
場合によっては、市場トップの企業を追い落とすこともあり得る。機能的に
は遥かに劣るが、格段に小さかったり安かったりする技術が現れ、市場を奪っ
てしまうという主張である。つまり、大企業がイノベーションを起こすより
も、中小企業の方がイノベーションを起こす可能性が高いと述べている。
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1-3 　中小企業におけるイノベーション
　イノベーションはその成功が不確実なため、多くのリスクをともなう。そ
のため、実行するには、実行を遂行するための資金力や情報が必要である。
しかし、それらに加えてイノベーションの実行に重要な要素は、イノベーショ
ンに対するインセンティブである。
　中小企業がイノベーションにおいてインセンティブをもつのは、まず、成
果に対する期待が大きいことが考えられる。一般的に、大企業は、現在の市
場のポジションを守ることに注力をし、確実な利益を得ることを目標とし、
しかも革新からの利潤（革新利潤）は革新のない場合の利潤に比べて小さい。
反対に、中小企業では、イノベーションに成功したときの期待利得が革新を
行わない場合に比べて絶対的にも、相対的にも大きくなる可能性がある。か
くして、一般的に、市場ポジションの上位を占める大企業よりも、中小企業
の方が、イノベーションに対するインセンティブが大きいともいえる。また、
中小企業の方が、組織が小さく、意思決定の速さや顧客とのコミュニケーショ
ンの迅速性もイノベーションに有利であると予想できる。すなわち、市場に
近づき、そのニーズを汲み取り、その実行を迅速に決断することができる。
　以上のように、イノベーションとは、高い技術開発力があるという実施能
力サイドからのみ発生するものではなく、技術開発・革新への誘因の役割も
大きい。したがって、研究開発や技術力に優れた大企業だけでなく、顧客の
ニーズを細やかに汲み取り、それを商品やサービスの企画開発に生かすス
ピードが速い中小企業にも、イノベーションの優位性があるといえる。
1-4 　イノベーションにおける組織の重要性
　シュンペーターは、技術革新のみならず、マーケティングや組織について
もイノベーションが起こりうるという広義のイノベーションを述べている。
現実的にも、イノベーションとは、研究開発や技術の分野にのみ発生するも
のではなく、技術とマーケティングや組織などが複雑に絡み合い、企業全体
に発生するものである。シュンペーターは、組織についてもイノベーション
が起こりうることを指摘し、イノベーションにおける組織の重要性について
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も着目している。
　イノベーションは、企業が組織体であるかぎり、創業者や経営者一人の企
業家精神で成立するものではなく、従業員の日々の行動プロセスをいかに革
新的にマネジメントするかということが、大きな課題である。つまり、経営
全体、会社全体に関連するものである。企業の中には様々な目標、価値観を
もつ従業員が存在するが、彼らに対してある経営目標に向かって効率的に方
向付けを行うことによって、より大きな成果を生み出すことができる。その
原動力となるものが企業の組織力であると考える。この組織力は、組織化さ
れた大企業よりも、中小企業の方がより、成果に結びつきやすく、中小企業
において、より重要な役割を持つのではないかと考える。
　従来、従業員の視点からイノベーションの役割をアプローチした研究は多
くない。本稿では、経営者の企業家精神・行動だけでなく、従業員のイノベー
ションに対する意欲・モチベーションについても着目し、イノベーションと
組織力について考察する。
2 　企業の活力
2-1 　企業の競争力の分析
　企業が市場で生き残るためには、競争力をもたなければならない。競争力
とは、ある企業が市場において、他の企業に優位性を持ち、市場（顧客）に
選択される能力である。
　一般的に、高い収益が期待できる事業分野には、多くの企業が参入し、競
争が激しくなるため、収益性が低下することが予想される。その結果、激し
い競争のもとでは、非効率な企業は存続できず、効率的な企業だけが生き残
ることになる。また、最終的には、そのような優良な企業もライバル企業に
模倣され、その競争優位が減少し、ときには消滅してしまうという結果にな
る。したがって、法律・規制、事業の特長や特許（イノベーション）によっ
て守られていて参入が起こらない、あるいは競争が阻害されている状況でな
ければ、どの企業も高い利潤を上げることができなくなるのである。
　しかし、こうした競争的過程でも、企業は利潤をあげることができる。市
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場には様々な企業が存在し、競争優位にある企業と無い企業が同時に存在す
る場合もある。長期的にも競争優位になる企業が他社から模倣されず、その
優位性を保持し、強化することも十分ありうることである。なぜなら、企業
の意思決定が、市場において競争優位を獲得し、持続し、強化していく場合
も多いからである。この企業の意思決定こそが企業の経営戦略と呼ばれるも
のであり、それによって企業の業績は左右される場合が多い。
　企業は市場環境の様々な課題に直面し、その課題に対して、企業内部にあ
る資源と外部から調達した資源によって応えることで成長する。それが企業
の「経営戦略」である。企業がとる戦略には、いくつかの種類・レベルがある。
ポジションが異なれば、直面している課題も異なり、また、内部資源も異な
るため、戦略行動も異なる。
　企業における「経営戦略」の差異が「企業の業績」に顕著な差異を生み出
すことになるが、企業に競争優位を与えて業績を高める原因には、2つの考
え方がある。1つは、企業の外部環境に注目し、市場での優位な位置取りを
強調するポータ （ーPorter[1985]）の「ポジショニング説」である。もう 1つは、
個別企業の内部環境に着目し、当該企業に固有の「特殊的資産」の優位を強
調するバーニー（Barney[1996]）の「資源ベースの企業理論」である。
　企業の外部環境に注目するポーターの考え方は、企業が魅力ある構造を有
する産業で事業を展開する、もしくは、その産業の中で企業が優れた市場地
位を築いているから、企業が競争優位性を獲得し、高い企業業績をあげてい
るとするものである。一方、企業の内部環境に着目する考え方は、企業が保
有する独自の資源が競争優位性を生み、それを着目する考え方である。
　この 2つの考え方のどちらがよりよく説明しているかという議論もある
が、実際には、産業、企業、事業単位の要因は複雑に関連しているため、簡
単に結論付けることはできない。たとえば、ある企業がよい業績をだしたの
は、非常に優れた市場のポジショニングを確立できたからという場合もあれ
ば、そのようなポジショニングをとることができたのは、その企業が有する
経営資源が優れているからと考えられる。また、ある産業や事業に参入して
いる企業が、すべて成功し、利益をあげているとは限らない。成功して利益
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を出している企業もあれば、失敗している企業もある。反対に、ある事業や
産業で成功している企業が、すべての分野で成功しているとは限らない。こ
のようなことから考えても、企業の成功は、市場のポジショニングとともに、
経営資源の両方が重なり合って、もたらされるものであるとわかる。
　
2-2 　見えざる経営資源としての企業活力
　企業の経営資源には、有形資源（人、設備、商品、資金など）、無形資源（ノ
ウハウ、技術、ブランド、組織力）がある。市場において競争優位をもつた
めにも、無形の「見えざる資源」のうち、組織力が重要視されている。この
組織力とは、社員の人的スキルに加えて、社員の行動の方向性を導くような
経営者の魅力、組織としての緊張感や競争力、協調システムなどの「企業組
織全体としての組織力」である。
　これらは、「見えざる資源」であるため、測定することが非常に難しいが、
企業の成果をだすためには、重要なファクターであることは否定できない。
企業・組織の中に存在する多様な目的、多様な能力をもった人材のモチベー
ションを高めて、その人材のもつ知識、スキルや時間、エネルギーをその企
業の目的や方向性に合致する形で創出することも、企業の戦略・マネジメ
ントのひとつである。「インセンティブのある協調システム」（Milgrom and 
Roberts[1998]）を作り上げることが、企業の組織マネジメントには非常に重
要である。企業活力をいかにマネジメントするかは、優れた業績と密接な関
連性があることも予想される。
　以上のように、組織力には、人的資源のスキルとともに、どのように目標
に向かって努力するかというような組織メンバーがもつ価値・信念・態度が
含まれている。したがって、組織力は、「資源ベースの企業理論」が強調す
るように、その企業がもつ特殊なものであり（企業特殊的資産）、他社では
真似のできないものである。また、それは持続的である。組織力のある企業
は、優れた企業活力をもつことで、持続的なイノベーションをおこし、競争
優位に立つことができる。
　本稿の調査は、この組織力を捉えるために、組織力を「企業活力」と表現
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してアンケート調査を実施した。企業活力とは、組織としてどのようなパ
フォーマンスを生むかという組織力である。
3 　アンケート調査研究分析
3-1 　アンケート調査の概要
　企業活力の実態を定量的に明らかにするために、以下の要領でアンケート
を実施した。
調査時期 2008年４～７月
調査対象者 近畿 2府 4県　
１回目＝「日経ベンチャー年鑑」の近畿地区に在籍する企業
２回目＝大阪中小企業家同友会の会員企業
調査対象数 1回目
　301社に対して、経営幹部 1名・社員 1名
　有効回答数、経営幹部 44名、社員 44名、合計 88通
2回目
　291社に対して、経営幹部 1名・社員 1名
　有効回答数、経営幹部 125名、社員 112名、合計 237通
合計
　592社に対して、経営幹部 1名・社員 1名
　有効回答数、経営幹部 169名、社員 156名、合計 325通
調査方法 郵送留置　郵送にて回収
調査項目 別紙
3-2 　調査対象および調査方法
　調査は、2度に分けて行なった。『日経ベンチャー年鑑』に記載の近畿地
区に立地する企業グループと大阪中小企業家同友会に登録する企業グループ
に対して、郵送留置とした。前者の方は、日経ベンチャー年鑑によるフィル
ターがかけられており、「進歩的な取り組みをしている企業」と言える。大
阪中小企業家同友会は、伝統的な企業も含む企業グループである。それらの
企業グループの特長は、下記の図表が示すように、前者の方が「企業活力を
感じている企業」であることがわかる。業態としては、製造業が圧倒的に多
く、また対象とする市場は全国としている企業が大多数である。
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経営者 従業員
企業活力について 回答した企業数母数1）
非常に高
い・高い2） 割合
3）回答した企
業数母数
非常に高
い・高い 割合
１
日経ベンチャー年
鑑 44 33 75.0% 44 31 70.5%
大阪中小企業家同
友会 125 61 48.8% 110 43 39.1%
3-3 　調査における「企業活力」の定義
　今回の調査において「企業活力」の問いは、経営者・従業員ともに、「自
社に企業活力を感じるか」という問いについて 5段階で尋ねている。その後、
そう答えた理由を尋ねることによって、経営者や従業員が何を持って、企業
活力を感じるかを推定するとともに、その企業の状況（内部マネジメントの
状況やイノベーションに対する対応）に対する質問項目との関連を分析する
ことで、「経営者や従業員が、企業活力のあると感じる企業の状況」を明ら
かにするものである。
　企業の内部マネジメントとは、組織や意思決定の仕組み、情報の開示度な
どである。また、イノベーションに対する意識・志向においては、その意識
の強さだけでなく、どのようなイノベーションなのかを、「新規事業企画」「既
存事業における新製品・新サービス」「業務プロセス」の 3種に分けて質問
することで、その企業のイノベーションの方向性を明らかにすることを試み
た。
4 　アンケート調査の結果
4-1 　分析結果 1 －活力のある企業の特長－
　アンケートの結果について、企業活力とどのような項目が関連するのかを、
検証することとした。以下、質問の回答項目ごとにグループに分けて、その
1)　左の項目のアンケート回答の企業数。
2)　グループの内、企業活力を「非常に高い」もしくは「高い」と回答した企業数。
3)　 企業活力を「非常に高い」もしくは「高い」と回答した企業数のアンケート回答企業数に
占める割合を示す。
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グループの総数（A）から、企業活力が「非常に高い」もしくは「高い」と
回答している企業数（B）とその割合を単純比較した。
4-1-1 　＜経営者について＞
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
１ 自らが創業した 66 31 47.0%
２ 父・祖父など家族・親族が創業した企業を引き継いだ 82 38 46.3%
３ 自らが入社した企業である。 7 3 42.9%
４ 経営を引き継ぐことを前提に入社した企業である 11 5 45.5%
経営者と企業活力には、関連性がないことがわかる。
4-1-2 　＜経常利益について＞
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
1 2年前に比べて、増加している企業 92 66 71.7%
2 2年前に比べて、減少している企業 42 14 33.3%
経常利益と企業活力には、関連性が高いことがわかる。
4-1-3 　＜外部環境について（業界内の競争・市場でのシェア）＞
・業界内の競争について
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
1 非常に激しい・激しい 242 126 52.1%
2 中程度、激しくない。 77 35 45.5%
・市場でのシェアについて
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
1 上位 2割以内 56 37 66.1%
2 上位 2～ 5割 40 26 65.0%
3 5割以下 70 37 52.9%
4 わからない 154 63 40.9%
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業界内の競争の激しい方が、企業活力を高いと感じている企業は多い。また、
シェアに関しては、市場でのポジションが高い方が企業活力を感じている。
4-1-4 　＜市場対応について（顧客や市場への変化・新製品や新サービス）＞
・顧客や市場の変化に対する対応について
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
1 非常にうまく対応、対応 97 67 69.1%
2 うまく対応していない 29 2 6.9%
・ 新製品・新サービスの提供について
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
1 していない 75 29 38.7%
2 している 154 72 46.8%
　顧客や市場の変化に対する対応や、新製品・新サービスの提供状況は、企
業活力には、関連性が高いことがわかる。
4-1-5 　＜内部のマネジメントについて（意思決定・情報開示）＞
・ 経営に関する意思決定について
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
1 非常に速い、速い 250 143 57.2%
2 遅い 73 20 27.4%
・経営に対する情報開示
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
1 非常にオープン、オープン 219 133 60.7%
2 非常にクローズ、クローズ 47 16 34.0%
　経営に関する意思決定のスピードと情報開示は、企業活力には、関連性が
高いことがわかる。
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4-1-6 　＜イノベーションについて＞
・ イノベーションに対する意識・風土
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
1 強い、比較的強い 159 116 73.0%
2 弱い、比較的弱い 77 24 31.2%
・ 新規事業に対するイノベーションに対する意識・風土
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
1 強い、比較的強い 121 72 59.5%
2 弱い、比較的弱い 100 37 37.0%
・ 既存事業に関するイノベーションに対する意識・風土
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
1 強い、比較的強い 183 118 64.5%
2 弱い、比較的弱い 62 28 45.2%
・業務プロセスの改善に関するイノベーションに対する意識・風土
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
1 強い、比較的強い 182 117 64.3%
2 弱い、比較的弱い 57 21 36.8%
　イノベーションに対する意識・風土は、企業活力には関連性が高いことが
わかる。
　以上から、企業活力が高いと感じている企業には以下の特長があげられる。
1） 経常利益が増加している。
2） 市場のシェアについて、意識・把握している。
3） 経営に関する意思決定のスピードが速い。
4） 経営に関する情報がオープンである。
5）  イノベーション（新規事業・既存事業・業務プロセス）に対する意識や
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風土が強い。
4-2　分析結果 2 －経営者と従業員の意識の違い－
　次に、それぞれの項目について経営者と従業員にどのような差異があるか
を検証してみた。
4-2-1 　＜企業活力・外部環境・内部環境＞
経営者 従業員
Ａ：回答した企業数母数
Ｂ： Ａの内、企業活力が非常に強い・
強いと回答した企業数
Ａ Ｂ 割合 Ａ Ｂ 割合
１ 企業活力について＜非常に高い・高い＞ 169 94 55.6% 154 74 48.1%
２ 業界内の競争について＜非常に激しい・激しい＞ 169 135 80.2% 153 110 71.9%
３ 意思決定について＜非常に速い・速い＞ 170 149 88.1% 155 133 85.8%
４ 情報開示について＜非常にオープン・オープン＞ 169 116 69.1% 154 105 68.1%
4-2-2 　＜イノベーションについて＞
経営者 従業員
Ａ：回答した企業数母数
Ｂ： Ａの内、企業活力が非常に強い・強
いと回答した企業数
Ａ Ｂ 割合 Ａ Ｂ 割合
１ イノベーションに対する意識・風土 170 89 52.4% 156 71 45.5%
２ 新規事業に対するイノベーションに対する意識・風土 165 76 46.1% 154 60 39.0%
３ 既存事業に関するイノベーションに対する意識・風土 166 108 65.1% 152 88 57.9%
４ 業務プロセスの改善に関するイノベーションに対する意識・風土 166 97 58.4% 153 72 47.1%
　以上から、経営者と従業員では以下のような特長があげられる。
1） 経営者と従業員について、意思決定・情報開示度に差はない。
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2） 経営者の方が、従業員に比べて、業界の競争は激しいと認識している。
3） 経営者の方が、従業員に比べて、イノベーションに対する認識は強い。
4-3 　分析結果 3 －活力に対する認識差について
　企業活力の項目について、経営者と従業員の回答ごとに整理をした。たと
えば、経営者も従業員も自社の企業活力を非常に高いと判断した企業は 4社
ある。経営者が非常に高いと判断しているにも関わらず、従業員が中程度と
判断している企業はゼロである。
　
従業員が感じる企業活力
小計
非常に
高い 高い 中程度 低い
非常に
低い
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
非常に高い 4 4 0 0 0 8
高　い 4 17 18 3 0 42
中程度 0 6 18 6 0 30
低　い 0 1 6 5 2 14
非常に低い 0 0 0 0 0 0
小計 8 28 42 14 2 94
さらに、それらを、回答ごとに下記のようにグルーピングをした。
グループ 経営者 従業員
Ａ 非常に高い・高い 非常に高い・高い 29社
Ｂ 非常に高い・高い 中程度・低い・非常に低い 21社
Ｃ 中程度・低い・非常に低い 非常に高い・高い  7社
Ｄ 中程度・低い・非常に低い 中程度・低い・非常に低い 37社
4-3-1 　＜外部環境・市場への対応について（市場シェア・顧客や市場への変化）＞
　以下、このグループごとに、アンケート項目の回答の差を比較する。上段
には、その回答をした企業数を示し、下段には、そのグループにおける割合
を示している。たとえば、市場のシェアを上位 5割以内であると回答した企
業は、Aグループでは、29社中 10社であり、34.5%の企業が 5割以内であ
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ると答えている。
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
１）市場でのシェア 10 4 2 7
上位５割以内であると答えた 34.5% 19.0% 28.6% 18.9%
２）顧客や市場への対応について 22 10 2 6
非常にうまく対応・対応 75.9% 47.6% 28.6% 16.2%
　いずれの項目も Aグループが高く、経営者・従業員ともに、企業活力が
高い企業グループが、市場でのシェアが高く、顧客や市場への対応ができて
いる。
4-3-2 　＜内部のマネジメントについて（社長の関与度）＞
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
１）経営戦略 28 18 6 33
社長が非常に関与・比較的関与 96.6% 85.7% 85.7% 89.2%
２）営業戦略 20 13 1 23
社長が非常に関与・比較的関与 69.0% 61.9% 14.3% 62.2%
３）人事戦略 19 13 5 29
社長が非常に関与・比較的関与 65.5% 61.9% 71.4% 78.4%
４）財務・経理戦略 20 16 6 32
社長が非常に関与・比較的関与 69.0% 76.2% 85.7% 86.5%
５）技術戦略 15 8 2 21
社長が非常に関与・比較的関与 51.7% 38.1% 28.6% 56.8%
６）原材料の調達 13 6 2 16
社長が非常に関与・比較的関与 44.8% 28.6% 28.6% 43.2%
　人事戦略、財務経理戦略、技術戦略ともに、Dグループが高く、経営者・
従業員ともに、企業活力が低い企業グループが、社長の関与度が高いことが
わかる。
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4-3-3 　＜内部のマネジメントについて（意思決定・情報開示）＞
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
１）意思決定の早さ 26 20 6 26
非常に速い、速い 89.7% 95.2% 85.7% 70.3%
２）経営に対する情報開示 25 17 3 17
非常にオープン、オープン 86.2% 81.0% 42.9% 45.9%
　いずれの項目も Aグループが高く、経営者・従業員ともに、企業の活力
が高い企業グループが、意思決定が早く、経営に対する情報開示がオープン
であることがわかる。
4-3-4 　＜イノベーションについて（意思決定・情報開示）＞
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
１）イノベーションに対する風土・意識 24 14 4 8
強い、比較的強い 82.8% 66.7% 57.1% 21.6%
２）新規事業に関するイノベーション意識 14 12 3 7
強い、比較的強い 48.3% 57.1% 42.9% 18.9%
３）既存事業に関するイノベーション意識 23 16 5 16
強い、比較的強い 79.3% 76.2% 71.4% 43.2%
４） 業務プロセスの改善に関するイノベー
ション 21 14 4 15
強い、比較的強い 72.4% 66.7% 57.1% 40.5%
　いずれの項目も Aグループが高く、経営者・従業員ともに、企業活力が
高い企業グループが、イノベーションの風土・意識が高いことがわかる。
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4-3-5 　＜会社が重視する方向性について＞
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
１）売上の拡大 25 16 6 29
重視する、比較的重視する。 86.2% 76.2% 85.7% 78.4%
２）利益の拡大 26 21 6 34
重視する、比較的重視する。 89.7% 100.0% 85.7% 91.9%
３）業界での地位の向上 22 8 2 14
重視する、比較的重視する。 75.9% 38.1% 28.6% 37.8%
４）社員数の拡大 10 8 1 8
重視する、比較的重視する。 34.5% 38.1% 14.3% 21.6%
５）社会的意義の向上 26 19 7 24
重視する、比較的重視する。 89.7% 90.5% 100.0% 64.9%
６）お客様満足の向上 29 21 7 36
重視する、比較的重視する。 100.0% 100.0% 100.0% 97.3%
７）知名度の向上 22 14 3 17
重視する、比較的重視する。 75.9% 66.7% 42.9% 45.9%
　業界地位の向上や、知名度などの項目について、Aグループが高く、外部
からの評価を重視している企業は経営者・従業員ともに、企業活力が高いこ
とがわかる。
　以上から、主なファインディングとして以下のように要約することができ
る。つまり、
1）  経営者・従業員ともに、企業活力が高い企業グループが、市場でのシェ
アが高い。
2）  経営者・従業員ともに、企業活力が高い企業グループが、顧客や市場へ
の対応ができている。
3）  経営者・従業員ともに、企業活力が高い企業グループが、意思決定が早い。
4）  経営者・従業員ともに、企業活力が高い企業グループが、経営に対する
情報開示がオープンである。
5）  経営者・従業員ともに、企業活力が高い企業グループが、イノベーショ
145
伊賀：中小企業と活力─アンケート調査の結果
ンの風土・意識が高い。
6）  経営者・従業員ともに、企業活力が高い企業グループが業界地位の向上や、
知名度の向上について、意識が高い。
7）  営者・従業員ともに、企業活力が低い企業グループが、人事戦略、財務
経理戦略、技術戦略ともに、社長の関与度が高い。
おわりに
(1）　分析結果の要約
　アンケート調査の結果から、次のようなことが推察できる。まず、企業活
力が高いと感じている企業とは、「経常利益が増加しており、市場シェアが高
い企業である」。これは、具体的な経営数字やマーケット状況（成果面）によっ
て、企業活力を感じているケースである。また、内部のマネジメントについ
ては、「経営に関する意思決定のスピードが速く、経営に関する情報がオープ
ンである」（経営ソフト面）という特長をもつ。風通しがよく、経営判断が明
らかになっている状況が推察できる。また、イノベーション（新規事業・既
存事業・業務プロセス）に対する意識や風土が強いというのも特長である。
　次に、経営者と従業員の意識にどのような差があるかに注目した。経営者
と従業員について、意思決定・情報開示度に差はないが、経営者の方が、従
業員に比べて、業界の競争は激しいと認識しており、イノベーションに対す
る認識は強い。つまり、イノベーションについて、経営者が重要視している
ことが推察される。
　最後に、経営者と従業員の企業活力に対する意識差のある企業は、どのよ
うな特長をもつのかに注目すると、経営者・従業員ともに、企業活力が高い
企業グループは、差のある企業グループに比べて、「市場でのシェアが高く、
顧客や市場への対応ができている」、つまり、マーケットに対して敏感であり、
かつマーケットにおいても優位なポジションに立っていることがわかる。ま
た、内部マネジメントの特長としては、意思決定が早く、経営に対する情報
開示がオープンである。また、イノベーションの風土・意識が高いことがわ
かる。以上は、「企業活力を感じる要素」と重複しているが、そのほかにも経
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営の方向性の特長としては、業界地位の向上や知名度の向上について意識が
高く、外部からの目を意識した経営を志向していることが推察される。
(2）企業経営に対する示唆
　今回の調査において、「企業活力」を意識させる要因には、売上・利益など、
「目に見える、定量的な数字」と、「社員の意欲や雰囲気」、「経営者の魅力・資質」
など、「目に見えない、定性的なもの」があることがわかる。前者は組織力
の結果であり、そして同時に中小企業は、売上規模や社員数では決して大企
業に勝ることはできないが、この定性的な理由で企業活力が大企業を上回る
ことが多々あると考えられる。また、それが、中小企業が存在しうる意義と
も考えられる。
　企業活力とは、企業の中にある人材・モノ・資金などの「経営資源」をう
まく売上・利益・シェア拡大などの「経営成果」に結びつけるための、プラ
ス方向の触媒（ベクトル）であると仮定すると、同じ経営資源であっても、
企業活力の高い企業がより高い成果を生み出し、企業活力の低い企業は、低
い成果しか生み出さないともいえる。つまり、企業の経営者にとっては、「経
営資源」に対するマネジメントだけでなく、その企業活力に対する意図的な
マネジメントも非常に重要であると考える。
　
(3）　中小企業政策に対する示唆
　現在、中小企業をとりまく支援政策は多岐にわたり、その数も多い。しかし、
「企業活力」に着目した支援政策はほとんど見つけることはできない。多く
の企業が「経営資源」と「経営成果」に着目するのと同様に、支援政策も、「人
材の採用や登用」、「資金面での特別融資支援」など、経営資源に対する支援
が多い。結局は、企業活力というものが、定性的な意味合いを持つ以上、そ
の支援策を実施するのも確かに難しいのも事実である。それらをバックアッ
プするための「調査（例：社員満足度調査）」や「研修（例：社員のやる気
を引き出すための研修）」などが民間には多く存在していることも事実で、
経営者がそれらに注目していないわけではないとも考える。企業活力をマネ
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ジメントできるのは、外部からの支援政策ではなく、企業経営者そのもので
あるといえるのかもしれない。考えてみると、このような支援サービスを活
用するよう促進するような政策を実施することも、支援政策の一助になりえ
ると考えられる。
(4）　今後の課題
　本稿から、中小企業の経営に、組織力=「企業活力」も重要な経営資源（企
業特殊的資源）であり、経営の成果に密接な関連が深いことが導き出された。
しかしながら、企業活力という定性的なものを定義するのに十分とは言えな
い。また、アンケート調査の結果についても、さらなる多方面からの分析を
必要とすることは認識している。また、今後は、企業活力のメカニズムにつ
いて、さらに、定量的・定性的な研究を行うことで明からにしていきたいと
考える。
 以　上
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